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1.

はじめに

当社グループは、5月発表の「改革アクションプラン」に基づき、

人権・コンプライアンス意識の向上とガバナンス体制の強化に加え

て、事業改革と資本の最適化に向けた取り組みを実行しながら、

さらなる成長に向けて具体的な検討を進めてまいりました。

「改革アクションプラン」をさらに推進していくため、今後の目指す

方向性を明確にするとともに、実現に向けた各施策の規模感を拡

大する方向でアップデートいたしました。

今後は、11月の第2四半期決算発表時に、更なる検討成果を

反映した「改革アクションプラン」の改定版を公表いたします。また、

2026年5月には次期「中期グループビジョン」を公表すべく改革

の歩みを進めてまいります。
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当社は、2025年6月25日開催の定時株主総会により新たな経営体制が発足したのち、
「改革アクションプラン」のアップデートに向けて速やかに検討に着手し、議論を尽くしてまいりました。

◼ 「改革アクションプラン」を、従来の「中期グループビジョン2023」に代わり、次期「中期グループビジョン」に先行する

新たな経営指針として公表

◼ 「社会的責任」と「収益成長力」の両立のもと、グループ一体で新たな成長企業へと進化することを目指す

2025年5月

本プラン公表

◼ 株主・投資家の皆様へ改革アクションプランを説明（延べ59社、面談49回）2025年5-6月

対話

◼ 取締役会の刷新（独立社外取締役：過半数以下→過半数、女性比率：13.3％→45.5%）

◼ 人権・サステナビリティ、デジタル・AI、不動産、グローバル、人事・人材開発など事業に精通した社外専門家を登用

2025年6月25日

定時株主総会

◼ 新体制で、改革アクションプランの具体化・精緻化に着手・実行（取締役会に加え社外取締役を交えた検討・

議論を実施）

◼ 株主・投資家の皆様との対話を精力的に実施（延べ49社、面談44回）

2025年6-9月

対話・検討

今回の「改革アクションプラン 9月アップデート」の公表

1. 「改革アクションプラン」進捗報告(これまでの対話と検討の推移)
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1. 「改革アクションプラン」進捗報告

▪ 政策保有株式の計画的売却を実行。第1四半期に195億円、第2四半
期に299億円で、27年度まで1,000億円超の目標のうち半年間で合計
約500億円を縮減。政策保有株式の純資産に対する比率は25年3月

時点の26.6％から約22％に低下。

▪ 広告収入回復を受け、自己株取得の時期や規模の具体的検討を開始。

価値創造に向けた資本の最適化人的資本経営の推進

“攻め”の事業改革 ガバナンス重視経営への転換

フジテレビ組織体制改革やグループの一部再編を実行

キャッシュ創出と成長投資で価値創造へ人権・コンプライアンス意識向上と体制強化

経営機能強化で強固なリスク管理体制を構築

▪ 人権尊重へのさらなる意識向上と体制の充実を図るため、フジテレビのサステナ
ビリティ経営委員会やグループ各社、グループ人権委員会において検討のうえ
「グループ人権方針」を改定。

▪ グループ各社の役職員に加え、取引先などステークホルダーが直接外部弁護士
に違反行為を通報・相談できる「FMHグループ通報窓口」運用開始。

▪ 「人的資本経営推進」など、非財務項目を含めた業績連動報酬の枠組みを
決定。

▪ 「役員定年制･在任期間制限規定」導入、「相談役・顧問制度」廃止。
取締役女性比率45.5％に向上、平均年齢57歳に大幅低下、女性幹
部役職員24.6％に上昇。

▪ 6月「指名･報酬委員会」設置。役員報酬を人的資本経営の推進などの
非財務項目と連動させるとともに、株式報酬比率向上。

▪ 「リスクポリシー委員会」設置。外部有識者など委員4名体制で人権リスク
をはじめとする重要な経営リスクを監督し、企業価値向上および社会やス
テークホルダーからの信頼回復を目指す。

▪ コンテンツ単位での投資効率最大化や、優良IP創出およびLTV最大化、
国内外コンテンツ販売強化・グローバル市場販路の拡大の推進、生成AI
活用、DX実現、業務フロー改革等を加速することを目的に、フジテレビの
組織を抜本的に改革。

▪ 高品質サービスの提供と多様化する顧客ニーズへの対応、新事業機会
創出を目的に、フジミックとFCXが合併を決定。グループの収益性向上を目
指す。
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2. 9月アップデート - エグゼクティブサマリー -

当社グループの
目指す方向性

◼ 収益性の低い事業や部門の整理・再編に加え、保有するアセットについて収益性と資本効率の観点から整

理・売却を検討します。

事業ポートフォリオの
方向性

ROE8%達成
に向けて

キャピタルアロケーション
アップデート

◼ その実現に向けた生活者・ユーザー視点での実行プロセスを明示するともに、IP創出・獲得やM&A、機能統

合や事業整理、アセットの売却、新規事業開発・成長投資など注力すべき領域を明確化します。

◼ 当社グループの事業領域を、「着実に利益を上げていく領域(安定収益領域)」と、「ボラティリティは高いもの

の高収益・高成長が期待できる領域(新規・成長ドライバー領域)」に整理します。

◼ 創出資金を活用し、成長性の高い事業領域への積極投資や自己資本圧縮をより大胆に行い、将来的には

営業利益750億円程度、自己資本6,500億円程度の姿を実現することで、ROE8%の達成を目指します。

◼ グループ全体でリスクコントロールしながら高い収益性と成長の実現を目指します。

◼ 成長投資：５年間で2,500億円規模、長期的には累計4,000億円規模の投資枠を検討

◼ 自己株式取得： 29年度までの自己株式取得の目標を1,000億円超から2,500億円規模に引き上げ

◼ 政策保有株式：27年度までのできるだけ早期に合計1,000億円超を売却、その後も縮減を継続

◼ 事業・アセット：収益モデルの変革、収益性の底上げに向け、事業の整理・保有アセットの一部売却へ

◼ 当社グループは、エンゲージメントが高くオリジナリティに満ちたコンテンツや体験の場を創出することで、

人々が喜びやつながりを実感できる社会づくりに貢献します。
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Production
(形づくる)

Delivery
(届ける)実

行
プ
ロ
セ
ス

目
指
す
方
向
性

国内外のパートナーとともに、日々の生活の
中に、感動や喜び、つながりをもたらすアイデ
アとコンセプトを創出します。

生活者・ユーザー視点で創出したアイデアや
コンセプトを、コンテンツ、サービス、多様なア
セットの形に具現化します。

国内外の生活者・ユーザーに、コンテンツやサー
ビス、アセットをお届けし、豊かな生活を送れる
社会基盤の形成に寄与します。

人々が感動や喜びを味わい、共有できる場と
機会を提供します。誰もが幸せを感じかけがえ
のない時を過ごせる社会づくりに貢献します。

Co-Creation
(生活者・ユーザーとの共創)

主
な
施
策
・
コ
ン
セ
プ
ト

映像・音声コンテンツ制作
（実写・アニメ・映画・ニュース・スポーツ・音楽ほか）

都市開発・観光関連アセット開発

MD・EC

グローバルIP創出・
生活者やパートナー企業との共創

ファンダム・コミュニティ

LBE(※)・ライブエンタテインメント
※LBE: Location Based Entertainment

放送・広告
配信・

デジタルメディア

IP創出・獲得強化、M＆A DX効率化、機能統合、事業整理、アセット売却、M＆A 新規事業開発・成長投資、M&A

グローバル展開

3. 当社グループの目指す方向性

Engagement
(つなげる)

都市開発・観光関連サービス提供・企画・運営
(レジャー・リゾート・ライフスタイル・オペレーション)

ライフスタイルデザイン・
タウンマネジメント設計 MICE・次世代リゾート開発

Creation
(創り出す)

当社グループは、エンゲージメントが高くオリジナリティに満ちたコンテンツや体験の場を創出することで、
人々が喜びやつながりを実感できる社会づくりに貢献します。
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4. 当社グループが目指す事業ポートフォリオの方向性

業績ボラティリティ

収
益
性(R

O
A

)

高

※本資料における図形のサイズは、実際の事業規模や収益比率等を表すものではありません

メディア・コンテンツ

都市開発・観光

ç√ç√
既存事業の強化・進化

既存事業の深化・進化

ç√
既存事業の強化・進化

新規・成長ドライバー領域

現状のFMH事業

低 高

安定収益領域

成長領域への果敢な投資と資本の重点配分を

通じて、FMHグループの提供価値拡大と、新たな

成長エンジンの構築を実現。

より高収益・高成長な事業モデルへの進化を目指

します。

DX効率化、プロセス改革、コスト構造改革により労

働集約的な構造を大きく改善し、生産性・収益性の

向上を目指します。資産効率改善の観点から、保

有アセットや事業の一部整理・売却・再編を検討し

ていきます。

MD・EC

放送・広告

サービス提供・企画・運営

コンテンツ制作 配信・デジタルメディア

関連アセット開発

グローバルIP創出

新規事業

LBE

MICE・次世代リゾート開発

ファンダム・コミュニティ

生産性向上や保有アセットの
見直しによる資産効率の向上

成長領域への果敢な投資による
グループ成長エンジンの構築

グローバル展開

当社グループの事業領域を、「着実に利益を上げていく領域(安定収益領域)」と、「ボラティリティは高いものの高収益・高成長

が期待できる領域(新規・成長ドライバー領域)」に整理いたします。そして、グループ全体でリスクコントロールしながら高い収益

性と成長の実現を目指します。
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ROE

営業利益
(億円)

自己資本比率

自己資本
(億円)

335
182

600±α
750±α

8,579 8,181
6,500±α 6,500±α

4.4% ▲2.4% 5.0～6.0%

59.2% 56.8% 50.0%以上

8.0%

50.0%以上

資本効率と財務健全性を考慮して自己資本を圧縮するとともに、

IP・コンテンツ創出や保有する無形資産の有効活用、構造改革や新規・成長領域への積極投資等を通じ、利益水準を底上げ

2025/3期実績 当面の目指す姿 将来の目指す姿

ROEを意識した自己資本のコントロールを継続

5. ROE8%達成に向けて

2024/3期実績



9

有利子
負債の活用

営業CF

『中長期的な財務の健全性、最適な資本構成や
 資本コストを意識して活用・運用』
◼ 最大で自己資本比率50％を目途に借入拡大

『フジテレビの広告収入の回復と、既存事業
の利益率改善等により一定の営業CF確保』

現預金・
有価証券

『各資産水準を精査』

『３年以内に1,000億円超の売却』

◼ 25年度上期で、すでに約500億円を売却

◼ 27年度までのできるだけ早期に
合計1,000億円超を売却、その後も縮減を継続

◼ 収益モデルの変革、収益性の底上げに向け
事業の整理・保有アセットの一部売却

成長投資

(人的資本投資・
DX投資・事業投資)

『資本コストを意識し、成長分野の拡大、既存事業の
強化、新規事業の開拓等に注力』

『多様な人材の定着・育成、デジタル化を推進』

『５年間で2,500億円規模を想定』

◼ さらに長期的には累計で4,000億円規模の成長
投資枠を検討

株
主
還
元

自己株式
取得

『業績回復を前提に29年度までに1,000億円超の大
規模な自己株式取得を想定』

◼ 29年度までの自己株取得の目標を2,500億円
規模に拡大

◼ その後も自己株式取得等を通して、自己資本を適
切な水準にコントロールしていく

配当
『特殊要因を除き、連結配当性向50%を目途とす
る安定的な配当を継続』

キャッシュの活用キャッシュの創出

黒字：2025年5月公表時の開示内容、 青字：本資料におけるアップデート内容

保
有
資
産
の
活
用

政策
保有株式

事業・
アセット

6. キャピタルアロケーション施策のアップデート
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